
今後の安全研究の進め方について 

平成２８年６月２９日 

原 子 力 規 制 庁  
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２．安全研究の進め方に関する方針等の整理・見直しについて 

安全研究の進め方に関しては、旧ＪＮＥＳの統合以前から、累次にわたり安全研究の実施

方針、評価等に関し委員会において議論が行われ、またそれに併せて関連文書の策定や改定

が行われてきた。 

【参考】委員会に提出された安全研究の関連文書 

① 原子力規制委員会における安全研究の推進について（平成２５年９月２５日原子力規

制委員会。以下「安全研究の推進について」という。）

② 原子力規制委員会における安全研究について－平成２７年度版－（平成２７年４月

２２日原子力規制委員会。以下「平成２７年度版安全研究について」という。）

③ 原子力規制委員会における安全研究に係る評価の実施について（平成２６年４月９日

原子力規制庁。以下「評価の実施について」という。）
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これら文書は、委員会の発足、旧ＪＮＥＳ統合等の過渡的な対応の中で作成されたもので

あり、安全研究の進め方に関する基本的考え方や具体的な課題・実施方針が混在又は分散し、

必ずしも分かりやすく整理されていない。したがって、これら文書を廃止し、頻繁に改定す

る必要がない基本的な方針を改めて策定した上で、分野ごとの研究内容の方向性を整理した

安全研究の実施方針を原則として毎年度策定又は改定することとしたい。 

(1) 安全研究の基本方針について 

「安全研究の推進について」と「平成２７年度版安全研究について」に記載している基本

的な考え方、実施体制等を整理・統合し、「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」

（以下「基本方針」という。）を策定することとしたい。また、安全研究の進め方の重要な要

素である安全研究の評価についても、「評価の実施について」を基に改めて整理し、基本方針

に記載することとしたい。（別添参照） 

(2) 今後推進すべき安全研究の分野及びその実施方針について 

「平成２７年度版安全研究について」に記載している研究分野と課題については、これま

での安全研究に関する評価や今後の規制ニーズ等を勘案し、平成２９年度以降の安全研究内

容の方向性を整理した「今後推進すべき安全研究の分野及びその実施方針」を策定する予定。 

３．関係研究機関との協力体制の強化について 

委員会は、発足以来、技術支援機関である国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以

下「ＪＡＥＡ」という。）及び国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（旧国立研究開発

法人放射線医学総合研究所。以下「ＱＳＴ」という。）との安全研究等における協力を推進し

てきた。また、平成２８年１月の国際原子力機関（ＩＡＥＡ）総合規制評価サービス（ＩＲ

ＲＳ）では、特にＪＡＥＡ安全研究センターとの研究協力の強化等に関する指摘があった。 

これらの状況を踏まえ、関係研究機関との協力体制について一層の強化を図ることとする。 

(1) ＪＡＥＡ安全研究センターとの人事交流の強化 

ＪＡＥＡ安全研究センターの職員は、規制庁において規制業務を経験する機会を得ること

により、規制ニーズを的確に捉えることができる人材を育成することが可能である。一方、

規制庁の職員は、ＪＡＥＡ安全研究センターの安全研究において実験等に直接携わる機会を

通じ、高度な専門性を有する研究職員を育成することが可能となる。 

現時点で、ＪＡＥＡ安全研究センターから規制庁へ３名を受け入れ、規制庁からＪＡＥＡ

安全研究センターへ１３名の職員を派遣しているところであるが、今後一層の人事交流の拡

大に努めることとする。 
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(2) 共同研究の推進 

安全研究を効果的・効率的に実施するためには、関係研究機関及び規制庁の専門性の確保

並びに両者が一体となった戦略的実施が重要であり、そのためには、ＪＡＥＡ安全研究セン

ター、ＱＳＴ、大学等の外部研究機関との連携が必要である。また、委員会は研究所や試験

設備を保有しておらず、自らの試験設備を使用した研究及び人材育成が難しいことから、研

究職員が他の機関が保有する試験設備等を活用した研究に直接携わることができるよう共同

研究を推進する。 

共同研究の実施に当たっては、そのために必要な制度を整備する必要があり、次のような

事項を含む関連内規を規制庁において定めることとする。 

○共同研究の相手先の要件

○費用負担の考え方

○研究成果及び知的財産権の取扱い

○共同研究先の選定方法

(3) 国際活動に関する技術支援機関との連携 

国際原子力機関（ＩＡＥＡ）、経済協力開発機構原子力機関（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ）等におい

て、国際基準策定等の原子力安全・放射線防護に関する各種活動が活発に行われており、こ

うした活動に関する国際貢献及び国内規制への反映を目的として、我が国として積極的に参

加することが重要である。その際、技術支援機関であるＪＡＥＡ安全研究センターやＱＳＴと

連携して対応する。 
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原子力規制委員会における安全研究の基本方針（案） 

平成 ２８年 ６月 ２９日 

原子力規制委員会  

１． 安全研究の意義 

原子力規制委員会（以下「委員会」という。）は、東京電力福島第一原子力発電所事故の教

訓を踏まえ、その業務を遂行するに当たっては、科学的・技術的な見地から、独立して意思決

定を行うこととしている。また、安全を支えるのは知識基盤、人材基盤、施設基盤等の技術基

盤であり、特に、深く幅広い視点から物事を捉え、的確な判断ができる高度な科学的・技術的

専門性が重要であるとの認識に基づき、原子力規制庁（以下「規制庁」という。）の個々の職

員及び組織全体の科学的･技術的専門性を向上させることなどにより、原子力規制等を支え

る強固な技術基盤を構築し維持していくことが不可欠である。 

原子力規制等における課題に対応するための知見を収集し、また、自ら生み出す研究活動

は、科学的・技術的能力の向上、強固な技術基盤の構築等を行うための最も効果的な方策の

一つである。委員会は、安全研究を通じこれらを実現し又原子力規制等に最大限活用してい

く。 

２． 安全研究の基本的な考え方 

(1) 安全研究の目的 

委員会における安全研究の目的は、次のとおりとする。なお、事業者等が行うべき技術開

発や信頼性向上を安全研究の目的とはしない。 

①規制基準等の整備に活用するための知見の収集・整備

委員会が所管する核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「原

子炉等規制法」という。）及び放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律

（以下「ＲＩ法」という。）に関する規制制度、規制基準及び解釈・審査ガイド並びに原子力災

害対策特別措置法（以下「原災法」という。）に基づく原子力災害対策指針及びその関連規

定等の策定又は改正並びに放射線障害防止の技術的基準に関する法律に基づく放射線

審議会の所掌事務の遂行に必要となる科学的･技術的知見の収集・整備 

②審査等の際の判断に必要な知見の収集・整備

原子炉等規制法、ＲＩ法及び原災法に基づく委員会の審査、検査、その他の原子力規制

別添 
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等に係る活動（以下「規制活動」という。）に関し、事業者からの申請又は報告の内容の確

認や原子力災害時の判断に必要なデータや情報等の科学的・技術的知見の収集・整備 

③規制活動に必要な手段の整備

安全評価に使用する解析コード、緊急時モニタリング技術等の委員会が規制活動を遂

行するに当たり必要となる手段の整備 

④技術基盤の構築・維持

将来の規制活動に役立つ新たな知見の創出、原子力規制等における高度な専門性を

有する人材の確保及び育成等の技術基盤の構築・維持 

なお、④の技術基盤の構築・維持については、①～③を明確にした上で目的に加える場合

があるものとする。 

(2) 安全研究を行う上での留意事項 

①内外の研究資源の活用

安全研究の実施に当たっては、技術支援機関を含む関係研究機関や安全研究に参加

する大学等の技術力の維持・向上が重要であることを踏まえ、これら国内の研究資源を広

く活用するとともに、国外の研究機関や国際機関との連携・協力に積極的に取り組む。 

②独立性、中立性及び透明性の確保

委員会が実施する安全研究は、委員会の規制活動に必要な科学的・技術的知見の収

集・整備、技術基盤の構築・維持等を目的としていることから、その実施に当たっては規制

活動と同様に、独立性、中立性及び透明性を確保する。なお、事業者等において行われる

安全性向上を目的とする研究開発について、委員会の安全研究の必要性から試験データ

等を含む情報交換等を行う場合があり得るが、その際においても独立性、中立性及び透

明性を確保する。 

③知見の共有と情報の発信

安全研究を通じて得られる成果は、安全研究の担当部署にとどまらず、委員会全体の

科学的・技術的能力の向上、強固な技術基盤の構築等に役立てていく必要があることから、

共有に努める。また、安全研究の成果は公共財であるとの認識の下、広く原子力安全に役

立てることが望まれることから、対外的な情報の発信に努める。 
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３． 安全研究プロジェクトの企画と評価 

(1) 安全研究プロジェクトの企画 

委員会は、次年度以降を対象に「今後推進すべき安全研究の分野及びその実施方針」（以

下「実施方針」という。）を原則として毎年度策定する。 

規制庁は、科学的・技術的知見等の安全研究の成果が原子力規制等において確実に反

映・活用されるよう、実施方針に基づき研究テーマの設定及び研究実施内容の策定を行う過

程において、規制活動におけるニーズ、内外の最新技術動向等を踏まえ、安全研究の成果

及びその活用方策を明確化した上で安全研究プロジェクトを企画する。 

なお、事故・トラブル、自然災害及びその他安全に影響する重要課題に対応するため速や

かに安全研究が必要となる場合は、実施方針を改定せずとも、関連する安全研究プロジェクト

における課題の追加又は内容の見直しを行うなどにより、柔軟に対応する。 

(2) 安全研究プロジェクトの評価 

委員会は、安全研究の的確な実施及び成果の活用を図るため、各安全研究プロジェクトの

開始・終了等の節目において評価を実施する。安全研究プロジェクトの開始時においては事

前評価、終了時においては事後評価を行うこととし、期間が長いものについては原則として中

間評価を実施する。 

委員会が実施する安全研究の目的に関し、得られた科学的・技術的知見の反映先は自ら

の規制活動であることから、これらの安全研究の評価は基本的に自己評価とする。他方、研

究手法、成果の取りまとめ方法等の技術的妥当性については、評価に客観性を加味する観

点から外部専門家の評価意見及び産業界等の専門的な技術的知見を有する者（専門技術者）

の意見を聴取し参考とする。 

①事前評価

実施方針に従って計画された新規の安全研究プロジェクトについて、当該分野の最新動

向等を踏まえた成果目標及び研究手法・計画の技術的妥当性の評価を行う。 

②中間評価

研究期間が５年以上の場合は、原則として研究開始から３年ごとに中間評価を行う。当

該評価では、実施方針との整合性について確認するとともに、研究の進捗状況や成果、当

該分野の最新動向等を踏まえ、改めて成果目標及び研究手法・計画の技術的妥当性の評

価を行う。その上で、当該評価の結果に基づき必要に応じ研究計画の見直しを行う。 

③事後評価

安全研究プロジェクトの終了後、研究成果を確認し、成果目標の達成状況及び成果の
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活用状況、見通し等について評価を行う。 

安全研究の実施状況に関する毎年度の評価（年次評価）については、既に整備されている

マネジメントシステムにおける業績評価プロセスの一部として実施する。 

また、安全研究プロジェクトの成果の活用状況等について一定期間後に実施する評価（追

跡評価）については、安全研究プロジェクトを分野ごとに束ね、数年分を取りまとめた上で、上

記年次評価と併せて実施する。 

なお、年次評価及び追跡評価の結果については、委員会への報告を求めるものとする。 

４． 安全研究の実施体制 

委員会は、規制庁に安全研究の担当部署として技術基盤グループ及び放射線防護グルー

プを擁し、研究職員が安全研究を自ら手がけており、得られた成果は基準整備など、規制に

活用している。 

また、国外を含む規制庁内外の研修制度、学会参加、論文等の成果の公表、国立研究開

発法人日本原子力研究開発機構（以下「ＪＡＥＡ」という。）安全研究センターとの人材交流等

により、科学的･技術的能力の向上及び強化に努めている。 

安全研究の実施に際しては、安全研究の委託や試験等の請負を大学、民間企業等との契

約により実施するとともに、他省庁と共同所管している技術支援機関としてのＪＡＥＡ及び国立

研究開発法人量子科学技術研究開発機構（以下「ＱＳＴ」という。）と連携するほか、国外の研

究機関や国際機関とも連携・協力している。 

こうした多様な安全研究の実施体制に関し、技術支援機関の役割及び期待並びに国際機

関等との関係は次のとおりである。 

(1) 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（ＪＡＥＡ） 

技術支援機関としてのＪＡＥＡの役割は、原子炉施設、核燃料サイクル施設、廃棄物処理・

処分、原子力防災などの分野における先導的・先進的な研究を推進するとともに、単独で又

は規制庁の研究職員と共同で行う当該分野の研究を通じ、技術支援に必要な人材の確保及

び育成、規制庁職員の人材育成支援、安全研究に必要な試験研究施設等の維持・整備を行

うことである。 

また、原子力分野における我が国唯一の総合的な研究機関であることを踏まえ、他の研究

機関、大学等との協力の中心的役割を担うことを期待する。 

(2) 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（ＱＳＴ） 

技術支援機関としてのＱＳＴの役割は、長期間を要する低線量の被ばく等による放射線の

人への影響評価を含め、放射線安全・防護及び被ばく医療等に係る分野の研究を推進するこ
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とである。また、技術支援機関及び防災基本計画等の中核的な指定公共機関として、原子力

規制等及び原子力災害時の技術支援に必要な人材の確保及び育成を行うことである。 

また、当該分野における国際原子力機関（以下「ＩＡＥＡ」という。）、原子放射線の影響に関

する国連科学委員会（ＵＮＳＣＥＡＲ）、世界保健機関（ＷＨＯ）等の国際機関との協力の中心

的役割を担うことを期待する。 

(3) 国際機関及び諸外国の規制機関等との連携 

原子力安全は国際的に共通の問題であり、国際共同研究等に参加することは、国際的な

認識の共有を図るほか、限られた試験施設を活用した貴重な試験データの取得及び最新知

見の取得の観点から重要である。 

このため、ＩＡＥＡ、経済協力開発機構原子力機関（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ）等の国際機関、米国原

子力規制委員会（ＮＲＣ）、仏国放射線防護原子力安全研究所（ＩＲＳＮ）等の諸外国の規制関

係機関との連携を積極的に推進するとともに、これら機関との共同研究に関し、安全研究の

国際動向や我が国の課題との共通性等を踏まえた上で、積極的に参加する。 

５． その他 

以下の安全研究の関連文書は廃止する。 

① 原子力規制委員会における安全研究の推進について（平成２５年９月２５日原子力

規制委員会）

② 原子力規制委員会における安全研究について－平成２７年度版－（平成２７年４月

２２日原子力規制委員会）

ただし、原子力規制委員会における安全研究について－平成２７年度版－のうち「４．

安全研究が必要な研究分野」については、委員会において本文書が決定された後、平成

２８年度の安全研究の実施の終了をもって廃止する。 
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原子力規制委員会における安全研究の推進について 

平成２５年９月２５日 

原 子 力 規 制 委 員 会 

（平成２６年４月 ９日一部改定） 

（平成２７年４月２２日一部改定） 

１．基本的考え方 

原子力規制委員会が、その業務を的確に実施していくためには、原子力安全を継

続的に改善していくための課題に対応した安全研究を実施し、科学的知見を蓄積し

ていくことが不可欠である。 

このため、原子力規制委員会が実施すべき安全研究の目的をより明確に意識し、

課題の解決につながる成果が得られるようにするとともに、蓄積された科学的知見

が原子力安全規制等に的確に反映され、継続的な改善につながるよう、安全研究を

実施する。 

この際、原子力規制委員会及び所管する独立行政法人等の行う安全研究が、原子

力安全規制等における課題に対応し、また、原子力安全規制等における優先度を踏

まえたものとなるよう、関係機関が常にその内容を調整していく必要がある。 

２．安全研究の進め方 

安全研究の成果を的確に反映させる観点から、原子力安全規制等を実施する上で

の課題の特定や安全研究と当該課題との対応関係をより明確化していく必要があ

る。 

このため、原子力規制委員会が原子力安全規制等における課題を解決するための

研究分野を特定し、それを踏まえた優先順位の設定と毎年度ごとの安全研究の進捗

状況及び研究成果の原子力安全規制等への活用状況等の評価を行い、必要に応じて

改善を実施する。 

① 原子力規制委員会において、安全研究を実施すべき研究分野を特定し、公表す

る。

② 原子力規制庁、並びに原子力規制委員会の共管する国立研究開発法人日本原子

力研究開発機構及び国立研究開発法人放射線医学総合研究所は、公表された研

究分野を踏まえ、次年度以降（平成２５年度においては、当該年度以降の研究

計画に可能な限り反映する。）の研究計画に反映し、それを公表する。

③ ①～②のサイクルは、毎年度、年度末から年度初めにかけて実施する。 

上記のサイクルにおいて、安全研究が必要な研究分野における取組み進捗状況

及び成果達成に向けた課題、原子力安全規制等に係るニーズの変化に応じた見直

し等の評価を的確に行っていく。 

参考１
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（参考）対象とする安全研究 

原子力規制委員会が直接執行する予算並びに共管する国立研究開発法人日本原

子力研究開発機構及び国立研究開発法人放射線医学総合研究所が執行する予算の

うち、以下に定義される安全研究を対象とする。 

① 規制基準・制度、具体的判断基準等の整備

○規制制度、規制基準類（解釈・審査ガイド等を含む。）及び原子力災害対策指

針（下部規定を含む。）の策定・改正に必要となる知見を整備するための研究

② 原子力安全規制等を実施する際の判断に必要な技術的知見の取得

○審査、検査、施設健全性評価、その他の事業者の申請内容等の確認や原子力災

害時の判断に必要なデータ等の科学的・技術的知見を取得するための研究

○解析コード、核燃料物質の分析技術、緊急時モニタリング技術等の原子力規制

等で必要となるツールを整備するための研究

③ 技術基盤の維持・構築

○将来的に原子力規制等上の課題となり得る分野について先見的に実施する研

究
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原子力規制委員会における安全研究について 

ー平成２７年度版－ 

平 成 ２７年 ４月 ２２日 

原 子 力 規 制 委 員 会 

１． はじめに 

原子力規制委員会が、その業務を的確に実施していくためには、原子力安全を継

続的に改善していくための課題に対応した安全研究を実施し、科学的・技術的知見を

蓄積していくことが不可欠である。このため、原子力規制委員会は「原子力規制委員

会における安全研究の推進について」（平成２５年９月２５日原子力規制委員会）にお

いて、基本的考え方、安全研究の進め方及び対象とする安全研究を示した。同時に、

「原子力規制委員会における安全研究について」（平成２５年９月２５日原子力規制委

員会）において、安全研究を実施すべき研究分野を９つのカテゴリーに分類して抽出

し、安全研究を実施してきた。 

また、「原子力規制委員会における安全研究に係る評価の実施について」（平成２

６年４月９日原子力規制庁。以下「安全研究評価の実施について」という。）により、安

全研究に係る評価の実施体制及び内容について明確にしてきた。 

これまでにＮＲＡ技術報告等により、安全研究の成果や原子力安全規制上の将来

課題も出つつあり、また、国際的な研究協力活動を通じて共通的な課題も見いだせ

ている。 

さらに、平成２７年２月に策定した「原子力規制委員会第１期中期目標」においては、

規制課題を踏まえて安全研究を行い、最新の科学的・技術的知見を蓄積すること、特

に、東京電力福島第一原子力発電所の廃炉工程における規制課題、重大事故に至

る共通原因故障を引き起こす自然現象への対策及び重大事故等対策に係る科学

的・技術的知見の拡充並びにこれらを支える技術基盤の整備に重点を置くとしてい

る。 

一方、原子力の研究は、複数の省庁、関係機関でも実施されていることから、原子

力利用の推進に係る研究との関係についても明らかにする必要がある。 

このような安全研究の進捗や外部との関係を踏まえ、安全研究の基本的な考え方

を再整理した上で、「原子力規制委員会における安全研究について－平成２７年度版

－」を策定し、平成２７年度以降に実施すべき安全研究の分野及びその課題を抽出し

た。 

２． 安全研究の基本的な考え方 

（１）安全研究の意義 

原子力規制委員会は、東京電力福島第一原子力発電所の事故の教訓を踏まえ、

参考２
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従前は関係行政機関が担っていた原子力規制等の事務を一元的に担う組織として

設置された。こうした経緯を踏まえ、原子力規制委員会の組織理念においては、「原

子力に対する確かな規制を通じて、人と環境を守ること」を使命とし、「何ものにもとら

われず、科学的・技術的見地から、独立して意思決定を行う」、「形式主義を排し、現

場を重視する姿勢を貫き、真に実効ある規制を追求する」などを活動原則としてい

る。 

最新の知見の反映という観点からは、知見を得て、法令、規制基準等の改正や現

に行っている原子力施設等に対する審査、検査等の規制、東京電力福島第一原子

力発電所の廃炉に向けた取組の監視、原子力災害対策等（以下「原子力規制等」と

いう。）につなげ、原子力の安全の向上に寄与していくことが必要であると言える。し

たがって、安全研究は、原子力規制委員会の活動原則に沿って、課題の解決に貢献

できる具体的な反映先を明確に見定めて行うものでなければならない。 

最新の知見は規制活動や調査、国際会議等への参加等を通じても得られるものも

あるが、原子力規制等における課題に対応するための知見を自ら生み出す研究活

動がより重要であることは言うまでもない。また、国際機関等との共同研究や学会活

動等により、知見の検証や新たな課題の認識にもつながっていく。さらに、研究活動

を通じて確保される人材や施設は、原子力規制委員会が必要な時に必要な科学的・

技術的知見を得るための基盤にもなる。 

こうした研究活動を通じ、中立的・客観的立場から科学的・合理的な判断を行うた

めの技術的基盤を維持し、技術的独立性を担保することができる。 

以上のことから、確かな規制を行う上で、安全研究の意義は極めて大きい。 

（２）安全研究の目的 

前項に示した安全研究の意義を踏まえ、原子力規制委員会は以下を安全研究の

目的としている。 

①規制基準・制度、具体的判断基準等の整備

○規制制度、規制基準類（解釈・審査ガイド等を含む。）及び原子力災害対策指針

（下部規定を含む。）（以下「規制基準等」という。）の策定・改正に必要となる知見を

整備するための研究

②原子力安全規制等を実施する際の判断に必要な技術的知見の取得

○審査、検査、施設健全性評価、その他の事業者の申請内容等の確認や原子力災

害時の判断に必要なデータ等の科学的・技術的知見を取得するための研究

○解析コード、核燃料物質の分析技術、緊急時モニタリング技術等の原子力規制等

で必要となるツールを整備するための研究

③技術基盤の維持・構築

○将来的に原子力規制等上の課題となり得る分野について先見的に実施する研究
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原子力技術は広範囲にわたり、また高い専門性も必要であることから、将来にわた

って適切な規制活動を行うためには、研究活動を通じて専門的な人材の育成及び確

保が不可欠である。また、課題に対応するための研究を行うために必要なデータ及

び施設等を確保しておくことも重要である。このための研究は、主に上記①及び②で

述べた安全研究を通じて実施することとするが、将来的な原子力技術の進展や不確

実さへの対応として実施する中長期的な研究においても研究人材の育成及び確保が

できるよう配慮する。 

（３）安全研究を行う上での留意事項 

（a）独立性、中立性及び透明性の確保 

東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえた規制行政の見直しにおいて、独

立性、中立性及び透明性（以下「独立性等」という。）が強く求められている。安全研

究の成果は原子力規制等に役立てることを目的としていることから、その実施に当た

っては求められている独立性等の確保が不可欠となる。このため、安全研究を「規制

基準等の整備や事業者による評価の妥当性の確認を目的とする研究」とし、技術開

発や信頼性向上を主目的とする研究を含まないものとする（注）。なお、先見的な安全

研究については、結果の評価を独立して行うことを条件とし、透明性を確保しつつ、

推進側とのデータ共有を必要に応じて実施する。 

（注）「原子力の重点安全研究計画（第２期）」（平成２１年８月原子力安全委員会）では、「安全研

究は、安全規制活動の科学技術的基盤を確立し、安全規制活動の向上を目的として行われ

る研究の総称である」と定義する一方で、「原子力の安全に係る安全性の実証及び信頼性

の実証に関する事業や安全技術の調査等における研究は、安全性・信頼性を実証するだけ

でなく、原子力の安全確保のための安全規制の整備に資するものであるから、引き続き、安

全研究に含めることとする」としていた。 

（b）成果の評価 

安全研究の評価については、「安全研究評価の実施について」に基づき、政策的

観点及び技術的観点から、研究計画段階における事前評価から研究終了後の追跡

評価に至る各段階における評価を実施することとしている。なお、先見的な研究又は

原子力規制等の業務支援を主目的として実施する安全研究について、上記の枠組

みによらず、日々の改善に努めるものとする。 

（c）成果の利用 

原子力規制等への活用の観点から、安全研究の成果は、そのトレーサビリティを

確保しつつ、科学的・技術的に信頼あるものとすることが重要である。また、安全研究

の成果については、直面する課題へ直ちに反映することも重要である。このため、安

全研究の成果について、引き続き、論文やＮＲＡ技術報告として速やかにまとめて公

13/24



表する。 

３． 安全研究の実施体制 

平成２６年３月に、これまで技術支援機関として安全研究の過半を実施していた独

立行政法人原子力安全基盤機構（以下「ＪＮＥＳ」という。）が原子力規制委員会に統

合され、その役割は原子力規制庁長官官房技術基盤グループに引き継がれている。

また、原子力規制委員会は技術支援機関である国立研究開発法人日本原子力研究

開発機構（以下「ＪＡＥＡ」という。）及び国立研究開発法人放射線医学総合研究所（以

下「ＮＩＲＳ」という。）を共管している。我が国の安全研究の実施体制について整理す

ると、図１のとおりとなる。 

図１ 安全研究の実施体制 

安全研究は、原子力規制委員会が自ら研究実施主体として実施するもの、研究管

理者として委託等により実施するもの、共管する国立研究開発法人が技術支援機関

の業務の一つとして自ら実施するものがある。さらに、原子力の安全は、国際的に共

通の問題でもあり、国際機関等において共同研究が進められている。このような国際

共同研究に参加することは、将来の原子力規制等に係るニーズ（以下「規制ニーズ」

という。）を把握し、最新の知見を取得する上で重要な役割を果たす。このため、経済

協力開発機構原子力機関（以下「ＯＥＣＤ／ＮＥＡ」という。）及び国際原子力機関（以

下「ＩＡＥＡ」という。）といった国際機関や二国間・多国間協力の枠組みを用いた国際

共同研究に積極的に参加する。 

安全研究として原子力規制委員会が実施するものは、規制ニーズに基づく研究に

重点を置くこととする。共管する国立研究開発法人が運営費交付金により行う研究で
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は、人材、施設等の維持の観点も踏まえ、将来的に原子力規制等へ反映すべき可能

性がある分野について研究活動が実施されることを期待する。 

なお、基盤的分野や自然科学に係る分野は裾野が広く、原子力規制委員会や共

管する国立研究開発法人だけでは対応できない分野も多い。このような分野につい

ては研究機関、大学等における研究活動の動向を把握し、必要に応じて共同研究、

委託研究等を行えるよう、原子力規制委員会及び共管する国立研究開発法人にお

いて、研究と原子力規制等の両方についての知見を持ち、必要な時に、研究機関、

大学等と協力して研究を実施できるような両者の橋渡しができる人材を持つこととす

る。 

また、原子力規制委員会においては、研究体制の強化を図り、従前ＪＮＥＳにおい

て行ってきた研究分野以外の原子力災害対策、放射線防護、保障措置、核物質防護、

放射線規制・管理等に係る原子力規制委員会の活動に対応するために必要となる

分野の安全研究も一層充実させていく。 

なお、原子力規制委員会が、安全研究の一部を大学、民間研究機関等へ委託等

の形態で実施する際には、利益相反の排除に十分配慮するとともに、研究不正が行

われないよう留意する。 

（１）原子力規制委員会の共管国立研究開発法人における安全研究 

共管国立研究開発法人は、放射性物質取扱施設等及びそれら施設を用いた研究

を行い得る研究人材を保有しており、原子力及び放射線に係る総合的な研究機関と

して原子力規制委員会の技術支援及び運営費交付金による先見的な研究に期待す

るところが多い。 

（a）ＪＡＥＡにおける安全研究 

原子力規制委員会の技術支援機関として、①原子炉施設に係る熱水力、燃料、構

造・材料等、②核燃料サイクル施設に係る臨界、火災等、③廃棄物処理・処分に係る

安全評価、環境影響評価等、④リスク評価、⑤原子力防災などに係る研究を着実か

つ先導的・先進的に推進するとともに、研究の実施を通じて安全研究及び技術支援

の実施に必要な人材の育成及び確保並びに原子力規制庁職員の人材育成支援を

期待する。 

また、これらの安全研究の実施に必要となる試験研究施設、例えば原子炉安全性

研究炉（ＮＳＲＲ）、燃料試験施設（ＲＦＥＦ）等の技術基盤についても継続的な維持・整

備を期待する。 

さらに、自然災害については、将来発生する課題に対応できるための研究を実施

し、管理する能力を技術支援機関であるＪＡＥＡが保有することを期待する。 

（b）ＮＩＲＳにおける安全研究 

ＮＩＲＳには、原子力規制委員会の原子力災害対策・放射線防護のニーズに応える

技術支援機関として、放射線安全・防護及び高度被ばく医療に係る専門的な研究・技
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術能力を活かした研究等の実施を期待する。特に、原子力規制委員会が所管する法

令や放射線安全・防護に関わる基準・指針の見直し、低線量の被ばく等による放射

線の人への影響評価に関する研究等を着実に実施することを期待する。 

また、これら研究等の実施を通じて、放射線安全・防護及び高度被ばく医療に係る

防災基本計画等の中核的な指定公共機関として、原子力災害時における必要な技

術支援、被ばく事故対応等の役割、更には、技術的支援機関及び中核的な指定公共

機関として、原子力災害対策・放射線防護に必要な人材の育成及び確保並びにＩＡＥ

Ａや原子放射線の影響に関する国連科学委員会（ＵＮＳＣＥＡＲ）、世界保健機関（Ｗ

ＨＯ）等の国際機関との協力における中心的役割を果たすことを期待する。 

これらの取組は、運営費交付金や委託費、競争的資金等により着実かつ先導的に

推進するものとする。 

なお、これら研究等が規制に直接反映される場合には独立性等を確保して実施す

るものとする。 

（２）国際機関及び海外規制機関等との連携 

安全研究は、国際的な規制動向を注視しつつ、効率的に推進していく必要がある。

東京電力福島第一原子力発電所の事故を踏まえ、重大事故や共通原因故障を引き

起こす内部・外部事象に対する研究ニーズが国際的にも高まっていることに加え、こ

れまでに規制当局として重点的に実施してこなかった研究についても強化していく等、

多岐にわたる研究分野に対応していく必要がある。 

このため、その実施に際しては、海外の規制機関等における課題に我が国のそれ

と共通するものが存在すること、限られた資金・人材で最大の効果を目指すことを踏

まえ、米国原子力規制委員会（ＮＲＣ）との設計基準事象解析コードに係る研究協力

（ＣＡＭＰ）、仏国放射線防護原子力安全研究所（ＩＲＳＮ）との火災防護等に係る協力、

ＯＥＡＤ/ＮＥＡの福島第一原子力発電所事故後の安全研究の可能性に関する上級タ

スクグループ（ＳＡＲＥＦ）への参画等、ＯＥＣＤ／ＮＥＡ及びＩＡＥＡといった国際機関や

二国間・多国間協力の枠組みに積極的に貢献し、活用していく。 

４． 安全研究が必要な研究分野 

今後の安全研究の計画立案に資するため、現状において、以下の9つの実施すべ

き研究分野及びその課題を抽出した。 

・ 原子炉施設 

・ 特定原子力施設 

・ 共通原因故障を引き起こす内部・外部事象 

・ 核燃料サイクル 

・ バックエンド 

・ 原子力災害対策・放射線防護 

・ 保障措置・核物質防護 
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・ 放射線規制・管理 

・ 横断的課題 

抽出に当たっては、規制等ニーズの反映並びに人材の育成及び確保の点を考慮

した。 

規制における経験、事故・トラブル情報、海外の動向、論文等の最新の知見に加え、

東京電力福島第一原子力発電所の対策シナリオ及び規制対象施設への新技術導

入シナリオを考慮するとともに、「原子力規制委員会第１期中期目標」において特に

重点を置くとしている「東京電力福島第一原子力発電所の廃炉工程における規制課

題、重大事故に至る共通原因故障を引き起こす自然現象への対策及び重大事故等

対策に係る科学的・技術的知見の拡充並びにこれらを支える技術基盤の整備」を反

映し、規制ニーズの抽出を行う。 

また、東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえると、これまで主に実

施してきた原子力施設の安全性に係る研究以外の原子力災害対策・放射線防護、保

障措置・核物質防護及び放射線規制・管理に関する研究についても対応する必要が

ある。また、そのために技術支援機関を含む規制機関の人材の育成及び確保を図る

必要があることに配慮する。 

（１） 原子炉施設 

原子力規制委員会は、東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓や最新の科

学的・技術的知見、ＩＡＥＡ等の国際機関の定める安全基準を含む海外の規制動向を

踏まえ、原子炉施設における新規制基準を策定した。この新規制基準においては、

深層防護の考え方の徹底、共通原因故障を引き起こす事象への対策の強化等、従

来の規制要求である設計基準の強化や重大事故等対策に係る基準を新設してい

る。 

また、発電用原子炉設置者の自主的な安全性向上の取組を促進する観点から、

「実用発電用原子炉の安全性向上評価に関する運用ガイド」を策定し、安全性向上

評価の具体的実施内容、届出書の内容等を例示した。 

これらを踏まえ、新規制基準に基づく審査及び発電用原子炉設置者による安全性

向上評価の確認等の規制活動を実施していく上で必要となる科学的・技術的知見の

一層の拡充に取り組む。 

さらに、東京電力福島第一原子力発電所の事故原因に関し、引き続き、新たな知

見を取得する。 

○解析手法、解析コード

従来、安全研究として実施されている解析手法や解析コードの整備に加え、東京

電力福島第一原子力発電所事故で得られた教訓・知見等を踏まえ、従来の解析コー

ドの更なる改良が必要な重大事故解析コード等に関して、新たな構成式、モデルの

組み込み及びその適用可能性の確認等を行う。 
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また、重大事故シーケンスと対策の有効性の評価等に際して必要となる炉心損傷

から周辺公衆の健康影響までを対象とする確率論的リスク評価コードへの解析モデ

ルの追加、改造等を行う。 

さらに、熱流動現象の把握や原子炉内の精密なデータの取得を目的とした実験等

で得られた新知見を解析コードへ継続的かつ安定的に規制へ活用するために必要な

国産解析コードの開発と検証を行う。 

○重大事故対策

審査及び安全性向上評価の確認に活用するための科学的・技術的知見の拡充を

目的として、格納容器内の気体混合や温度分布挙動、圧力抑制室への蒸気放出や

格納容器外面冷却に係るデータを取得し、スクラビングによる放射性物質除去等の

重大事故発生時に想定される事象及びその対策効果に関する科学的・技術的知見

を整備する。 

○燃料の健全性及び安全性評価

通常運転時及び異常な過渡変化時における燃料の健全性に関して、燃焼度が高く

なると被覆管の水素吸収量が加速度的に増加し、その延性低下により機械的健全性

に係る基準に対する余裕が減少すること等の課題がある。また、事故時における燃

料の安全性に関して、反応度事故（ＲＩＡ）及び冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）に対する燃

料破損しきい値等の規制基準の妥当性の確認、ＬＯＣＡ時の燃料の冷却性等の課題

があり、これらに関する科学的・技術的知見を整備する。 

○運転期間延長及び高経年化対策

運転期間延長及び高経年化対策の審査対象の機器及び構造物に想定される原

子炉圧力容器の中性子照射脆化、コンクリート構造物の強度低下及び電気・計装設

備の絶縁低下等の経年劣化事象の発生、進展及び影響に係る評価手法の高度化に

向けた研究を実施し、科学的・技術的知見を拡充する。 

（２）特定原子力施設 

特定原子力施設に指定した東京電力福島第一原子力発電所の廃炉工程では、現

にあるリスクをいかに低減するかが最重要課題であり、あらかじめ規制基準を策定し、

それに対する適合性を審査する通常の規制手法とは異なる面がある。こうした違い

に留意し、燃料デブリ及び廃炉工程で発生する放射能レベルの高い廃棄物管理等で

事業者が行うリスク低減策を審査するための課題に関する科学的・技術的知見を整

備する。 

○特定原子力施設における放射性廃棄物管理の安全性評価

現在、東京電力福島第一原子力発電所においては、放射能レベルの高い廃棄物

等の保管・管理が大きな課題となっている。このため、放射性廃棄物等の性状を調査
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し、管理に係る科学的・技術的知見を整備する。 

○燃料デブリの臨界評価

東京電力福島第一原子力発電所１～３号機では、炉心が損傷・溶融し、多量の燃

料デブリが生じている。燃料デブリの管理、取出作業及び取出後の収納・輸送・保管

について、臨界実験装置を用いた試験等により、規制機関としての安全性の確認に

際して必要となる性状の不確かさを考慮した臨界安全性を検証するためのデータを

取得する。 

（３）共通原因故障を引き起こす内部・外部事象 

東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえた原子力施設における新規

制基準においては、自然現象等による共通原因故障に対する防護対策に係る規制

要求が強化されたことから、これらに係る審査のための科学的・技術的知見を拡充す

るため、地震・津波等による共通原因故障（多数基故障を含む。）や火山、火災に関

する知見の整備のため、地震動、地盤、津波等の評価、これらによる構造物の健全

性に関する評価、火山モニタリング評価指標及び火災影響評価手法に係る科学的・

技術的知見を整備する。 

○地震動・地盤評価

東北地方太平洋沖地震等の調査・分析で得られた新しい科学的・技術的知見を反

映し、断層の活動性評価、震源特性や地震動伝播特性等の不確かさの評価、深部

地下構造のデータの蓄積による地震動評価に係る科学的・技術的知見を拡充する。 

○津波評価

東北地方太平洋沖地震に伴って発生した津波の調査・分析で得られた新しい科学

的・技術的知見を踏まえ、津波ハザード評価手法、建屋、屋外施設・設備等に作用す

る津波波力評価手法、津波堆積物による波源推定手法及び海底地すべりによる津

波評価手法に係る科学的・技術的知見を拡充する。 

○地震・津波等に対する構造健全性評価

地震、津波等の外部事象に対する施設・設備等の構造健全性に係る科学的・技術

的知見を試験等により拡充する。また、その成果を踏まえ、耐震・耐津波設計におけ

る構造健全性評価、フラジリティ評価等の妥当性を確認する手法を整備する。 

○火山影響評価

火山影響評価のため、過去の火山活動調査に基づく火山活動可能性、噴火規模

及びその影響範囲に係る知見を拡充するとともに、火山のモニタリング評価指標に係

る知見を整備する。 
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○火災防護

火災影響を定量的に評価する手法等の整備及びそのために必要となる科学的・技

術的知見を拡充する。また、東北電力女川原子力発電所で発生したような高エネル

ギーアーク損傷(ＨＥＡＦ)による電気盤火災に係る科学的・技術的知見を整備する。 

○共通原因故障を引き起こす内部・外部事象のリスク評価

地震、津波、火災等、様々な事象に対する確率論的リスク評価手法の成熟に合わ

せ、その規制への活用が進められている。新規制基準等においてリスク情報を踏ま

えた重大事故対策や安全性向上を要求しており、今後、更にリスク情報を規制に活

用していくための科学的・技術的知見を拡充する。 

（４）核燃料サイクル 

東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ、核燃料サイクル施設等に

ついても、施設ごとの特徴を踏まえた新規制基準が策定された。このような背景の下、

原子炉施設と同様に、核燃料サイクル施設に必要となる解析コードを整備する。 

また、再処理施設については、事業者が実施する高経年化対策に係る報告の妥

当性を評価するための科学的・技術的知見を整備する。 

○放射性物質の貯蔵・輸送

安全審査に使用する解析手法の整備のため、国産解析コードの導入・整備も含め

た熱解析及び遮蔽解析に関する解析コード等の改良を実施する。 

○再処理施設における高経年化対策

商用再処理施設で使用されている材料及び使用環境を踏まえ、機器等の劣化（腐

食、応力腐食割れ及び水素吸収脆化割れ）に係る科学的・技術的知見を整備する。 

（５）バックエンド 

東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ、廃棄物埋設施設について

は、規制対象施設が存在するピット処分及びトレンチ処分に係る新規制基準が策定

された。このような背景の下、バックエンド分野においては、今後予定されている発電

炉の解体に伴う廃棄物、ウラン廃棄物の埋設等に対する規制基準の整備に必要とな

る科学的・技術的知見を整備する。 

○廃棄物埋設

廃棄物埋設については、発電炉の解体に伴い発生する金属等廃棄物及びウラン

廃棄物の埋設、角形容器等の新たな仕様の廃棄体の埋設が計画されていることから、

これらに対応した規制基準の検討に必要な科学的・技術的知見を整備するとともに、

それを踏まえて解析手法や解析コードを改良・整備する。 

20/24



(６)原子力災害対策・放射線防護 

平成２５年９月に原子力災害対策指針が改正され、これまでの予測的手法に基づ

くものから実測に基づく防護措置実施の考え方に代わるとともに、過酷事故を想定し

て具体的な防護措置の実施手順やその判断基準を事前に用意しておく新たな原子

力防災の基本的な枠組みが導入されている。さらに、新規制基準の施行により原子

力施設における重大事故等対策が大幅に強化されている。 

この新たな体制に基づき、またＩＡＥＡを含む海外の規制動向を踏まえ、航空機等に

よる放射性物質の拡散状況の機動的なモニタリング、屋内退避による防護措置の有

効性の把握や迅速で合理的な防護措置の判断及び対応を可能とする科学的・技術

的知見を整備し、原子力災害対策・放射線防護の実効性を一層向上させていく。 

また、ＩＡＥＡの安全基準や国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）の勧告等の策定に参画

する人材の育成及び確保を図ることも重要である。こうした研究のうち、長期的な課

題に対応する研究は技術支援機関で実施されることを期待する。 

○緊急時対応の実効性向上に資する技術的知見の整備

原子力災害発生時の住民防護の実効性を向上させるための新たな原子力災害対

策の基本的な枠組みとして、予防的防護措置範囲、緊急時活動レベル（ＥＡＬ）、運用

上の介入レベル（ＯＩＬ）等が原子力災害対策指針に導入された。これらの枠組みに基

づいて緊急時に防護措置等の判断を的確に行うために、事業者の提出するＥＡＬの

実効性評価や、オンサイト及びオフサイトにおいて緊急時対応組織の参考となる知

見・技術データや支援ツールの整備等を実施する。 

（７）保障措置・核物質防護 

保障措置については、ＩＡＥＡに認定されたネットワークラボの一員として国際的な

取組に貢献するとともに、万が一我が国の核物質取扱いへの疑義が生じた場合の反

証に資するため、環境サンプル試料の分析技術の維持・高度化を図る必要がある。

なお、保障措置に係る技術開発は、我が国の原子力平和利用を国際社会に示す観

点から、国際的要請等を勘案して進めているものであり、中立性や独立性への配慮、

研究資源の投入についての優先付け、成果の評価方法等について、安全規制に係

る技術開発とは異なる扱いが必要となる。 

核物質防護については、ＩＡＥＡの新勧告の内容を国内規制に取り入れ、概ね国際

的水準に遜色のない枠組みが確立されているところ、引き続き防護措置水準の維

持・向上と規制の一層の高度化を図るため、諸外国における取組の動向とその防護

措置に係る科学的・技術的知見の収集等を継続していくことが必要である。 

（８）放射線規制・管理 

放射性同位元素等取扱施設に関して、最新の科学的・技術的知見やＩＡＥＡ等の国

際機関の定める安全基準を含む海外の規制動向を反映し、放射性同位元素等取扱

施設におけるクリアランス確認に関する発生した放射化物の濃度や分布、その評価
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方法や測定方法に係る知見や、研究施設等の放射性廃棄物の埋設に関する放射性

物質の移行経路等に関する科学的・技術的知見を整備する。 

（９）横断的課題 

○人的・組織的要因

原子力発電施設等の安全性・信頼性を構築していくためには、設備・機器等のハ

ード面と、人間・組織等のソフト面の双方の対応を充実させる必要があり、ソフト面の

対応に関して、安全性・信頼性の向上のために必要な科学的・技術的知見の整備を

行う。 

○使用済燃料の臨界評価

使用済燃料の臨界評価における未臨界の判断条件は、臨界ハンドブックに基づい

て設定されており、その不確実性を考慮して基準を定める必要がある。また、使用済

燃料プールや貯蔵・輸送キャスクにおける臨界評価には、燃焼度クレジットを適用し

ていない。このため、使用済燃料の臨界防止に係る基準の整備、燃焼度クレジットを

適用した申請の審査に向けた科学的・技術的知見を整備する。 

５． おわりに 

安全研究がより効果的に実施できるよう、原子力規制等における課題に対応し、そ

の重要度を踏まえたものとなるよう、また、必要な技術基盤の維持に資するよう、原

子力規制委員会自ら律するとともに、技術支援機関である国立研究開発法人にも要

請していくこととする。 

安全研究を実施すべき研究分野及びその課題については、新たな事故・トラブル

情報や科学的・技術的知見により生じる原子力規制等における課題の変化に柔軟に

対応していくため、研究評価を実施して継続的に見直しするとともに、具体的な成果

を念頭に置いた研究計画を立てて実施していくこととする。 
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原子力規制委員会における安全研究に係る評価の実施について 

平成２６年４月９日 

原 子 力 規 制 庁 

（平成２８年３月３０日一部改定） 

１．背景 

平成２５年９月２５日、原子力規制委員会が実施すべき安全研究について、

その目的をより明確にし、課題の解決に資する成果が得られるようにすること

を目的として、「原子力規制委員会における安全研究の推進について」が取りま

とめられた。 

そこでは、「原子力規制委員会が原子力安全規制等における課題を解決するた

めの研究分野を特定し、それを踏まえた優先順位の設定と毎年度ごとの安全研

究の進捗状況及び研究成果の原子力安全規制等への活用状況等の評価を行い、

必要に応じて改善を実施する」としている。 

２．評価 

原子力規制庁は、原子力規制委員会が策定する「原子力規制委員会における

安全研究について」（以下「安全研究について」という。）に示されたニーズと

の整合性等について評価を実施し、原子力規制委員会に報告する。 

具体的には、各安全研究プロジェクトに対して、事前評価、中間評価、事後

評価、追跡評価及び年次評価を実施する。そのうち、事前評価、中間評価及び

事後評価については、原子力規制庁が外部専門家による技術的観点からの評価

を踏まえた総合的な評価を行い、原子力規制委員会の承認を得ることとする。 

（１）事前評価（安全研究プロジェクト立ち上げ時） 

安全研究プロジェクト立ち上げ時に、「安全研究について」との整合性や

目標、予算、研究内容、研究期間の妥当性等の観点から事前評価を実施す

る。 

（２）中間評価（研究期間中） 

研究実施期間が５年以上の場合には、研究開始から３年ごとに中間評価

を行う。当該評価では、「安全研究について」との整合性、進捗状況、研究

の質の向上等の観点から評価を実施し、必要に応じて安全研究プロジェク

トの見直し、中止等について判断する。 

（３）事後評価（安全研究プロジェクト終了後） 

安全研究プロジェクトの終了後、目標の達成状況、具体的成果、国際貢

献等の観点から評価を実施する。当該評価は、安全研究の成果の利用が想

定される部署による成果に対する評価を踏まえたものとする。 

（４）追跡評価 

参考３
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安全研究プロジェクトの終了１年後に成果の規制等への反映、活用状況

について追跡評価を実施する。安全研究プロジェクトの終了１年後時点で、

成果の反映、活用状況が確認できない場合は３年以内の適切な時期に再度

追跡評価を実施する。ただし、基盤的研究に関してはこの限りではないも

のとする。 

（５）年次評価 

 安全研究プロジェクトの継続的改善を図る観点から「安全研究について」

との整合性、年度ごとの安全研究の進捗状況を確認し、当該年度の研究成

果及び次年度研究計画について評価を実施する。評価結果は次年度以降の

研究計画に反映する。 

３．技術的観点からの評価（外部評価） 

原子力規制庁が各安全研究プロジェクトに対する事前評価、中間評価及び事

後評価を実施するに当たっては、技術評価検討会を開催し、原子力規制庁にお

いて選定した当該研究分野に知見を持つ外部専門家から安全研究プロジェクト

に対する技術的観点からの評価を得る。外部専門家の任期は１年とするが、再

任は可とする。なお、外部専門家の選定について原子力規制委員会の了承を得

る。 

技術評価検討会では、議事、議事録及び資料を原則公開し、「原子力規制委員

会が、電気事業者等に対する原子力安全規制等に関する決定を行うに当たり、

参考として、外部有識者から意見を聴くに当たっての透明性・中立性を確保す

るための要件等について」（原規技発第 121010001 号（平成２４年１０月１０日

原子力規制委員会決定））に基づく自己申告書も公開する。また、外部専門家が

評価対象となる安全研究プロジェクトに受注者等として関係する場合はその評

価に加わらないこととする。 

技術評価検討会での評価に際しては、外部専門家以外の当該技術分野の実務

経験及び詳細な技術的知見を有する者から意見を聴取することにより、評価の

参考とする。 

24/24


	【掲載用】2016FY-6_今後の安全研究の進め方について.pdfから挿入したしおり
	【修正後】資料2_20160629原子力規制委員会資料（議題２）.pdfから挿入したしおり
	今後の安全研究の進め方について
	安全研究の基本方針(案)
	参考①
	参考②
	参考③



